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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 3.1％と、潜在成長率並

みのペースに加速した。年末商戦が好調だった個人消費が 5 年ぶりの高い伸びとなっ

たほか、設備投資も 4 期連続で増加した。 

・3～4 月に発表された経済指標は景気の底堅さを示すものとなった。家計部門では、2

月の雇用者数は前月比 20 万人増と 6 ヶ月連続で増加し、失業率は 8.8％に低下した。

2 月の実質個人消費は前月比 0.3％増加した。その後、ガソリン価格が急騰し、個人消

費の鈍化が懸念されたが、関連指標の動向をみるかぎり足元まで増加傾向が続いてい

る。一方、3 月の住宅着工件数は 55 万戸と低迷が続き、住宅市場の回復の遅れが鮮明

になっている。 

・企業部門では、景況感を示す 3 月のＩＳＭ指数は、製造業で 61.2、非製造業は 57.3

と景気判断の目安となる 50 の水準を上回った。また、設備投資動向を示す 2 月の資本

財出荷（国防と航空機を除くコアベース）は前月比 0.5％増と再び増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 3 月 15 日に開催したＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）

で、ゼロ金利政策と総額 6,000 億ドルの国債購入策の継続を決定した。6 月末を期限

とするこの購入策は期限どおり打ち切られるとの見方が支配的である。一方、会合後

の声明文では、景気判断を上方修正しインフレ懸念に言及しており、年後半に政策ス

タンスを正常化するための地ならしを始めたとみられる。 
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○財政再建をめぐる動向 

・米国で財政再建をめぐる議論が本格化している。共和党のライアン下院予算委員長は 4

月 5 日、今後 10 年間で 4.4 兆ドルの財政赤字削減をめざす「繁栄への道（THE PATH TO 

PROSPERITY）」と題する改革案を公表した。一方、民主党のオバマ大統領は 13 日、向こ

う 12年間で 4兆ドルの財政赤字削減をめざし、計画どおりに赤字が減少しない場合には、

歳出削減に強制力を持たせる「フェイルセーフ・メカニズム」と呼ばれる制度の導入を

提案した。 

・両党の財政再建策は、メディケイド（高齢者向け医療保険）などの社会保障費の削減に

踏み込んでいる点で評価できる。もっとも、共和党案が 5.8 兆ドルの大胆な歳出削減と

1.4 兆ドルの減税を組み合わせた内容なのに対し、民主党案は歳出削減を 2 兆ドルにとど

め、残りを経済成長による自然増収と富裕層向け増税でまかなう方針であり、財政再建

の進め方には大きなへだたりがある。 

・今後、バイデン副大統領を中心に超党派の協議が開始され、6 月末までに合意を目指すこ

とになるが、両党のプランは真っ向から対立しているため、短期間で成案を得るのは難

しいとみられ、来年の大統領選挙の大きな争点となる可能性もある。 

・格付け会社スタンダード・アンド・プアーズは、米国債の格付け見通しを、2 年以内に格

下げする可能性のある「ネガティブ」に引き下げた。両党の協議が合意に至らない懸念

があるためとしており、実際に合意が得られなければ格下げを行うことを明らかにした。 

・格付け見通しの引き下げは、金融危機で悪化した米国の財政に警鐘を鳴らしたものと思

われる。ベビーブーマー世代の引退にともない社会保障費の急増も見込まれる中、予算

の大幅削減による小さな政府か、それとも小幅削減と増税の組み合わせによる大きな政

府か、国家のあり方をめぐる伝統的な議論が今後本格化することになる。 

 

図表．米国の財政収支 
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  景 気 経 済 指 標 2008 2009 2010 10/3Q 10/4Q 10/1Q 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) 0.0 -2.6 2.9 2.6 3.1 - - - - -

 個人消費（同） -0.3 -1.2 1.7 2.4 4.0 - - - - -

 住宅投資（同） -24.0 -22.9 -3.0 -27.3 3.3 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 45.5 46.3 57.3 55.2 57.9 61.1 58.2 58.5 60.8 61.4 61.2

ＩＳＭ非製造業指数 47.3 46.3 54.0 53.5 55.9 58.8 56.0 57.1 59.4 59.7 57.3

景気先行指数(CI） -3.1 0.3 7.8 0.5 1.8 1.1 1.0 0.1 0.8

企業収益（税引前） -16.4 -0.4 29.2 1.6 2.3 - - - - -

　　同　（前年比） 26.4 18.3 - - - - -

個人 実質可処分所得 1.7 0.6 1.4 0.2 0.5 0.2 0.2 0.5 -0.1

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 57.9 45.2 54.5 50.9 57.0 66.7 57.8 63.4 64.8 72.0 63.4

需 ｺｱ小売売上高 1.9 -0.9 4.3 1.0 1.6 2.0 0.7 -0.1 1.0 1.1 0.4

実質個人消費 -0.3 -1.2 1.7 0.6 1.0 0.3 0.1 0.0 0.3

自動車販売台数（年率､万台） 1,319 1,040 1,155 1,156 1,231 1,301 1,222 1,249 1,258 1,339 1,306

要 個人貯蓄率 4.1 5.9 5.8 6.0 5.5 5.5 5.6 6.1 5.8

消費者信用残高 1.5 -4.4 -1.7 -0.5 0.5 0.1 0.2 0.2 0.3

設備 ｺｱ資本財出荷 0.7 -16.2 9.2 2.5 1.9 1.5 2.4 -2.5 0.5

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -4.2 -19.8 16.9 2.4 3.2 3.3 4.0 -5.9 -0.7

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 42.1 51.7 59.4 52.7 60.5 66.4 59.6 62.0 67.8 68.0 63.3

 　　 同    （非製造業） 47.0 48.0 56.8 55.6 58.8 64.5 58.5 61.4 64.9 64.4 64.1

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 90 55 59 59 53 56 55 52 63 51 55

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 48 37 32 29 30 29 33 30 25

中古住宅販売（年率､万戸） 489 515 492 417 475 464 522 540 488

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -16.7 -12.9 2.1 2.6 -0.6 -0.5 -1.3 -2.0

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 12.1 -18.0 21.0 2.3 5.8 0.9 2.7 3.2 -2.3

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 6.6 -13.6 14.7 2.0 3.0 -0.5 2.1 2.2 -3.7

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 52.3 48.5 57.8 55.5 57.3 60.2 57.0 54.5 62.0 62.5 56.0

供 生産 鉱工業生産 -3.7 -11.2 5.3 1.6 0.8 1.5 0.3 1.3 0.1 0.1 0.8

設備稼働率(％) 77.8 69.2 74.5 75.5 76.1 77.1 75.8 76.8 76.9 76.9 77.4

給 企業在庫率 1.32 1.37 1.26 1.27 1.26 1.25 1.25 1.24 1.24

非農業部門生産性 1.0 3.5 3.5 2.4 2.6 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 5.8 9.3 9.6 9.6 9.6 8.9 9.8 9.4 9.0 8.9 8.8

雇用者増(非農業)(万人) -360 -506 94 -14 42 48 9 15 7 19 22

イ 　　同　（製造業）(万人) -90 -139 11 0 2 10 2 1 5 3 2

　　同 （非製造業）(万人) -213 -244 114 29 43 42 12 16 6 17 20

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 7.5 -25.9 22.6 1.7 0.8 1.1 3.1 6.3 -1.9

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -3.3 -15.6 14.5 2.6 -1.1 0.1 2.1 4.4 -3.0

 国際収支 経常収支(億㌦) -6,689 -3,784 -4,702 -1,255 -1,133 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -6,988 -3,749 -4,957 -1,326 -1,167 -382 -403 -470 -458

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 3.4 2.5 1.2 1.4 1.4 1.8 1.2 1.4 1.6 1.9 2.0

消費者物価（総合、前年比） 3.8 -0.4 1.6 1.2 1.3 2.1 1.1 1.5 1.6 2.1 2.7

消費者物価（ｺｱ） 2.3 1.7 1.0 0.3 0.2 0.4 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1

   同   （前年比） 0.9 0.7 1.1 0.8 0.8 1.0 1.1 1.2

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 2.3 1.5 1.3 0.1 0.1 0.1 0.0 0.2 0.2

   同          （前年比） 1.2 0.8 0.8 0.7 0.8 0.9

単位労働コスト（非農業） 2.2 -1.6 -1.5 0.1 -0.6 - - - - -

平均時給 3.8 3.0 2.4 0.5 0.6 0.4 0.1 -0.1 0.4 0.1 -0.1

   同   （前年比） 2.3 2.3 2.0 2.3 2.0 2.1 2.1 2.0

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 66.5 48.3 68.9 63.2 71.0 82.8 69.5 72.5 81.5 82.0 85.0

 財    政 財政収支(億㌦) -4,548 -14,157 -12,942 -2,902 -3,690 -4,604 -1,504 -781 -498 -2,225 -1,882

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 7.1 7.9 2.3 4.6 5.7 4.4 5.2 4.1 2.7 7.6 3.1

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,891 4,520 7,826 2,614 1,758 855 625 511 269

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 1.93 0.16 0.18 0.19 0.19 0.16 0.20 0.18 0.17 0.16 0.14

10年物国債利回り(平均、％) 3.67 3.26 3.21 2.79 2.86 3.46 2.76 3.29 3.39 3.58 3.41

ＮＹダウ指数（平均） 11,253 8,877 10,663 10,390 11,236 12,025 11,198 11,465 11,802 12,190 12,081

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 99.9 105.7 102.1 102.7 99.5 98.0 99.3 100.0 98.9 98.1 97.1

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 103.4 93.6 87.8 85.7 82.5 82.3 82.5 83.3 82.6 82.5 81.6

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.47 1.39 1.33 1.29 1.36 1.37 1.37 1.32 1.34 1.37 1.40

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 99.6 61.8 79.5 76.2 85.2 93.7 84.3 89.2 89.6 89.7 101.9

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 365 246 279 270 307 342 305 322 332 342 354

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 08 09 10 10/Ⅲ 10/Ⅳ 11/Ⅰ 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 1.4 1.1 - - - - -

　(下段：前年比) 0.3 -4.1 1.7 2.0 2.0 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.9 -3.7 4.9 2.7 -0.1 -0.2 -0.6 -0.9 -1.1

総合景況指数（長期平均=100） 93.7 80.7 100.8 102.3 105.6 107.3 105.6 106.9 106.8 107.9 107.3

消費者信頼感指数＊ -18.1 -24.8 -14.0 -12.1 -10.4 -10.6 -9.4 -11.0 -11.2 -10.0 -10.6

小売数量* 　（上段：指数） 103.1 100.6 101.4 101.7 101.4 101.5 101.2 101.5 101.4

　（下段：前年比） -0.7 -2.4 0.8 1.3 0.7 1.1 -0.1 0.6 0.2

新車登録 -7.6 3.4 -8.2 -16.8 -11.4 -2.2 -9.9 -3.9 -0.8 0.3 -5.0

建設業信頼感指数＊ -13.4 -32.7 -28.4 -28.1 -26.2 -25.1 -26.5 -26.7 -26.0 -24.2 -25.0

域外輸出金額 3.9 -17.9 20.1 22.8 21.8 24.2 20.2 27.3 23.3

鉱工業景況＊ -8.4 -28.7 -4.6 -2.5 2.5 6.4 1.8 5.1 6.1 6.6 6.6

鉱工業生産　（上段：指数） 106.5 90.8 97.6 98.3 100.1 100.5 100.7 100.9 101.3

　（下段：前年比） -1.7 -14.7 7.5 7.3 8.1 7.9 8.9 6.4 7.4

失業率(%)* 7.6 9.5 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 9.9

域外輸入金額 8.1 -20.5 21.6 25.8 24.9 28.6 24.3 30.4 26.9

経常収支（10億euro） -134 -52 -41 -14 -23 -6 -8 0 0

貿易収支（10億euro） -33 17 1 4 3 -2 -1 -16 -1

生産者物価 6.1 -5.1 2.9 4.0 4.7 4.5 5.4 5.9 6.6

消費者物価 3.3 0.3 1.6 1.7 2.0 2.5 1.9 2.2 2.3 2.4 2.6

消費者物価（コア） 1.8 1.4 1.6 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.0 1.3

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 7.5 -0.1 1.7 1.1 1.7 1.6 1.7 1.7 2.0

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.63 1.23 0.81 0.87 1.02 1.09 1.0 1.0 1.0 1.1 1.2

10年物国債金利(%) 4.36 4.03 3.79 3.52 3.71 4.30 3.7 4.1 3.9 4.5 4.5

株価（DJ Euro Stoxx) 314 234 266 260 273 285 272 277 283 292 282

為替相場（ドル/ユーロ） 1.47 1.39 1.33 1.29 1.36 1.37 1.36 1.32 1.34 1.37 1.40

名目実効相場 6.8 0.4 -6.9 -9.8 -8.9 -9.1 -8.8 -10.2 -8.2 -4.7 -2.8

短期レポ金利（期末値） 2.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は、財政危機に直面する一部の国々で停滞しているが、ドイツなど主

要国を中心に力強い改善が続いている。2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は前

期比年率 1.1％と 6 期連続プラス成長となった。3 月の総合景況指数は 107.3 とわずか

に悪化したものの、原油価格の高騰や東日本大震災の影響は限定的であった。 

・債務危機に直面するポルトガルは 4 月 6 日、ＥＵ（欧州連合）に金融支援を要請した。

ＥＵは債務危機国支援のために創設したファンドを通じ、800 億ユーロの金融支援を

行う見通しである。 

・ＥＣＢは 4 月の理事会で政策金利を 0.25％引上げ 1.25％とした。利上げは 2008 年以

来およそ 3 年ぶりとなる。トリシェ総裁は理事会後の会見でインフレへの強い警戒感

を示しており、金融市場では 6～7 月に次回の利上げを行うとの予想が支配的である。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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08 09 10 10/Ⅲ 10/Ⅳ 11/Ⅰ 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 2.8 1.5 - - - - -

（下段：前年比） 0.7 -4.7 3.5 3.9 4.0 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.2 -5.8 11.7 9.5 5.4 5.4 4.5 3.7 3.0

IFO企業景況指数 96.8 87.7 103.5 106.7 109.0 110.9 109.3 109.9 110.3 111.3 111.1

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 93.4 103.5 1.7 2.8 -0.6 1.0 0.4 1.4

（除く建設） （下段：前年比） 0.0 -16.4 10.8 10.5 12.3 12.7 15.6 14.8 14.9

製造業受注* -6.1 -24.2 24.7 21.9 23.8 25.0 23.8 21.3 25.7

国内* -4.8 -22.1 18.8 15.2 18.7 19.4 17.5 17.3 22.3

海外* -7.2 -26.0 29.9 27.9 28.1 29.7 29.0 24.7 28.7

建設* -0.6 -0.1 0.3 3.9 -1.2 6.1 -18.3 29.0 34.1

建設業信頼感指数* -25 -29 -21 -19 -15 -11 -14 -15 -13 -10 -9

消費者信頼感指数* -8 -25 -3 3 9 9 11 10 9 9 9

小売売上数量（除く自動車）* -0.2 -2.8 1.1 2.5 0.6 0.2 0.4 3.4 1.6

新車登録 -1.8 23.2 -23.4 -25.0 -8.2 13.9 -6.2 6.9 16.5 15.2 11.4

賃金（月給、全産業） 2.9 2.0 1.6 1.2 1.5 1.1 2.1 2.7 0.9

就業者数* 1.4 -0.1 0.5 0.8 1.0 - - - - -

失業率(%)* 7.8 8.1 7.7 7.6 7.5 7.3 7.5 7.4 7.4 7.3 7.1

旧西(%)* 6.4 6.9 6.4 6.4 6.4 6.1 6.4 6.4 6.3 6.2 6.1

旧東(%)* 12.7 12.6 11.7 11.7 11.7 11.3 11.6 11.7 11.7 11.5 11.3

輸出金額* 1.4 -18.3 18.1 20.5 19.8 19.8 18.2 21.5 19.7

輸入金額* 4.3 -17.5 19.7 22.8 25.6 31.2 24.5 21.7 26.1

生産者物価（鉱工業） 5.4 -4.2 1.7 3.6 4.7 4.4 5.3 5.7 6.4

消費者物価 2.6 0.4 1.1 1.2 1.5 2.1 1.5 1.7 2.0 2.1 2.1

10年物国債金利（%) 3.99 3.26 2.77 2.45 2.61 3.17 2.55 2.90 3.04 3.22 3.24

DAX株価指数 6,204 5,023 6,196 6,133 6,732 7,088 6,744 6,991 7,040 7,294 6,953

08 09 10 10/Ⅲ 10/Ⅳ 11/Ⅰ 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 1.0 1.4 - - - - -

（下段：前年比） 0.1 -2.5 1.5 1.7 1.5 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.6 -0.6 1.4 -1.5 -3.5 -3.6 -3.6 -3.3 -2.8

INSEE企業生産見通しDI*(%) -31 -39 2 1 9 17 8 10 11 19 21

鉱工業生産* （上段：指数） 99.4 87.2 92.2 92.5 93.5 94.1 94.4 95.1 95.5

（除く建設） （下段：前年比） -2.7 -12.3 5.7 5.0 5.8 5.8 6.9 5.4 5.6

建設業信頼感指数* 3 -35 -29 -31 -22 -14 -22 -20 -16 -14 -13

消費者信頼感指数* -22 -28 -19 -19 -17 -19 -17 -18 -19 -20 -18

小売売上数量* （上段：指数） 108.3 108.1 112.2 114.1 113.6 114.4 113.3 115.0

（下段：前年比） 1.4 -0.2 3.8 5.4 4.0 5.6 3.4 5.8

新車登録 -0.7 12.3 -2.3 -10.4 -9.8 9.0 -10.8 -0.7 8.2 13.6 6.1

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 0.8 1.0 1.5 0.4 1.4 0.1 2.4

輸出金額* 2.6 -17.4 12.4 14.0 14.9 19.5 13.4 13.7 13.9

輸入金額* 5.3 -17.8 12.9 18.7 13.0 15.6 14.7 19.3 22.2

生産者物価（鉱工業中間財） 5.6 -6.4 3.4 3.9 4.6 4.5 5.4 5.5 6.3

消費者物価 2.8 0.1 1.5 1.5 1.7 1.8 1.6 1.8 1.8 1.7 2.0

10年物国債金利(%) 4.19 3.62 3.10 2.78 3.01 3.54 2.98 3.33 3.43 3.59 3.61

CAC40株価指数 4,340 3,345 3,750 3,627 3,823 3,993 3,818 3,849 3,961 4,086 3,942

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅲ 10/Ⅳ 11/Ⅰ 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

実質ＧＤＰ(上段：前期比) 2.9 -1.9 - - - - -

(下段：前年比) -0.1 -4.9 1.3 2.5 1.5 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -35 -28 12 10 2 7 - - - - -

OECD景気先行指数 -7.2 -2.7 2.3 -0.2 -3.6 -3.6 -4.2 -4.5 -4.7

企業収益（税引き前） 7.7 -7.4 -1.9 2.0 3.4 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -19.4 -18.4 -11.6 -15.7 -17.5 -22.4 -18.4 -18.0 -20.8 -24.1 -22.4

小売売上＊ 1.7 1.0 0.4 0.7 0.0 0.7 -0.6 5.0 1.3

新車登録 -11.3 -6.4 1.8 -11.0 -17.3 -8.7 -11.5 -18.0 -11.5 -7.7 -7.9

新規建設工事受注＊ -18.6 -13.9 1.5 -14.7 3.0

輸出 * 14.1 -9.7 16.6 17.5 16.1 18.9 14.8 28.0 18.0

CBI輸出受注評価 -15 -45 -11 -6 -8 5 -7 4 0 11 5

製造業生産＊ -2.9 -10.7 3.6 4.7 5.0 5.1 4.4 6.6 5.0

CBI能力以下操業割合 57 73 63 60 64 59 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 16 21 8 3 8 7 6 9 7 9 5

就業者数＊ 0.3 -1.7 -0.7 -0.5 0.1 - - - - -

失業率(%)* 2.8 4.7 4.7 4.6 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5

輸入 輸入 * 11.1 -10.2 17.1 20.8 18.7 20.3 19.9 17.4 14.7

経常収支（10億£） -24 -24 -9 -10 - - - - -

貿易収支（10億£）* -93 -82 -98 -26 -27 -9 -10 -8 -7

製造業生産者物価 6.7 1.6 4.2 4.1 4.1 5.3 4.1 4.2 5.0 5.3 5.4

消費者物価 3.6 2.1 3.3 3.1 3.4 4.2 3.2 3.7 4.0 4.3 4.1

ハリファクス住宅価格指数 -8.6 -9.9 3.0 2.8 -1.6 -2.8 -2.4 -2.7 -2.8 -3.0 -3.0

平均実収 3.5 1.3

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 15.7 5.4 5.6 8.7 5.6 5.9 5.6 -2.5 -2.8

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.49 1.23 0.74 0.80 0.80 0.81 0.80 0.80 0.80 0.80 0.83

10年物国債金利(%) 4.48 3.66 3.58 3.25 3.34 3.73 3.31 3.61 3.71 3.86 3.63

株価（FT100) 5366 4569 5472 5316 5770 5945 5734 5881 5968 6021 5857

為替相場（ドル/£） 1.85 1.57 1.55 1.55 1.57 1.58 1.60 1.56 1.58 1.61 1.62

実効相場(前年比） -12.1 -11.6 -0.1 -1.3 0.0 1.5 -0.2 0.1 -0.2 1.5 3.4

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【英国の主要経済指標】
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２．英国 

・英国の 2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は、大雪の影響などのため前期比年率

－1.9％と足踏みしたが、景気の全般的な改善は続いている。 

・一方、3 月の消費者物価上昇率は前年比 4.1％と、ＢＯＥ（イングランド銀行）の物価

目標水準である 2％を大幅に上回りインフレ懸念が強まっている。 

・ＢＯＥは 4 月の金融政策委員会で、政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り枠を

2,000 億ポンドに据え置いた。その後公表された議事録では、景気や物価動向を慎重

に見極める必要があるとの意見が過半を占めたため、ＢＯＥは今後もしばらく様子見

姿勢を続けるとの見方が金融市場で広がっている。 
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 － ご利用に際して －  

 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではありません。 
 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 
 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご自身でご判断くださいます
ようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングと
明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡下さい。 
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